
所有者が不在不明等の場合の用地取得の迅速化

〇被災地の関係自治体
○各出先機関の連絡会メンバー
・復興局、地方整備局、法務局

○本省庁
・復興庁、国土交通省、法務省

連絡会の体制

○具体のモデル地区（釜石市鵜住居川・片岸海岸の防潮堤事業）を選定し、取組をスタート
○現地で個別具体の課題に即して解決を図る

○モデル地区での解決方法を一般化し、他の事業にも適用し、用地取得を迅速化
○その上で、制度上の課題が明らかになった場合、その改善策を検討

○財産管理人のなり手の
不足を懸念

〇家庭裁判所の管理人選
任手続に一定の時間を

要すること

○所有者の所在探索等を
行う職員の不足

○収用の事業認定に時間
を要することを懸念（県事
業は整備局が認定、
市町村事業は県が認定）

〇不明裁決手続に時間を
要することを懸念（県の収
用委員会が裁決）

２．所有者・相続人の所在や相続人の存在が明らかでない場合
☆財産管理人制度の活用

（家庭裁判所選任の財産管理人から用地買収）
・財産管理人のなり手を確保するため、弁護士会、司法書士会
等の団体、家庭裁判所と前広に相談

・不在者財産管理人、相続財産管理人の選任を家庭裁判所
に申立て、財産管理人との間で買収交渉（買収には家庭裁
判所の許可が必要）

１．所有者の所在探索、相続人の調査
☆業務外注による調査業務の合理化
・国、県の実務担当者のチームで被災自治体を訪問し、調査
業務の外注化の働きかけ・ノウハウ提供

３．所有者の同意が得られない場合、所在不明の所有者がおり
必要な場合等
☆収用手続を活用
・収用の事業認定について、工程管理のため申請予定案件を
前広に把握し、処理体制を整備するとともに、類似の震災関連
事業に照らし審査を迅速化（約３か月⇒約２か月程度）
・国交省職員による収用手続に関する研修の実施

今後の進め方

解決方法

○所有者や相続人
の調査等

課題

○調査をしても所有者
や相続人が見つから
ない

○管理人制度の活用
家庭裁判所選任の
財産管理人から
用地買収

○収用手続の活用

※防潮堤等の場合
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